


環境経営の推進目次

環境経営の推進 ....................................................................1

● 持続可能な社会の実現を目指し 

ー最高環境管理統括者挨拶ー
●環境憲章
●環境経営の基盤

環境ビジョン2050と 

第10次環境経営活動基本計画 ..........................................4

2018年度の事業活動と 

第9次環境経営活動基本計画（3か年）の総括 .................6

低炭素社会の実現 

第9次計画（2016～2018年度）の重点施策と目標 .......9

●省エネ推進活動
●征貴



　当社では、全社環境経営活動を統括管理し、環境問題
に関する一切の責任と権限を有する「最高環境管理統括
者（環境管理担当役員）」を選任の上、全社の環境管理体
制を構築しています。（図1 環境管理体制）当社は、中期
経営計画と連動して3か年の環境経営活動基本計画を定
めており、当年度計画・前年度活動実績と目標の進捗評
価・改善については、年1回の経営会技



環境ビジョン2050と第10次環境経営活動基本計画

2019年度から2021年度までの第10次環境経営活動基本計画を策定しました。
第10次計画は前年度に完了した第







サプライチェーンにおけるCO ₂排出量の算出

　当社に求められる



物流過程におけるCO ₂排出量の削減



　経済活動や人口の増加に伴い、天然資源の消費抑制や廃棄物排出削

減に対する社会的な要請が高まっています。

　川崎重工は、資源を無駄なく利用する製品とものづくりで、有限な資

源を大切に活かし切り、循環させます。

　事業活動における取り組みの継続、職場への浸透により、最終処分率、

リサイクル率とも目琶
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表7 国内関連企業のEMS構築状況



　川崎重工は環境に関する自社の方針や取り組みを分かりやすく、 
透明性をもって公開することを重要な責任の一つと考えています。
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